
令和３年度

一 般 会 計 決 算 分 析 資 料



R3 R2 伸び率 R3 R2

決算額A 決算額B A/B-1 構成比 構成比

1 市 税 3,661,307 3,616,480 1.2 21.4 18.4

2 地 方 譲 与 税 126,176 123,744 2.0 0.7 0.6

3 利 子 割 交 付 金 3,157 3,925 △ 19.6 0.0 0.0

4 配 当 割 交 付 金 19,599 19,625 △ 0.1 0.1 0.1

5 株式等譲渡所得割交付金 29,783 17,132 73.8 0.2 0.1

6 法 人 事 業 税 交 付 金 35,095 12,709 176.1 0.2 0.1

7 地 方 消 費 税 交 付 金 732,485 674,343 8.6 4.3 3.4

8 環 境 性 能 割 交 付 金 10,840 10,167 6.6 0.1 0.0

9 地 方 特 例 交 付 金 58,276 36,344 60.3 0.4 0.2

10 地 方 交 付 税 5,431,620 4,983,935 9.0 31.8 25.3

11 交通安全対策特別交付金 2,483 2,569 △ 3.3 0.0 0.0

12 分 担 金 及 び 負 担 金 79,045 56,052 41.0 0.5 0.3

13 使 用 料 及 び 手 数 料 75,126 77,628 △ 3.2 0.4 0.4

14 国 庫 支 出 金 2,826,466 5,808,937 △ 51.3 16.5 29.5

15 県 支 出 金 866,589 938,372 △ 7.6 5.1 4.8

16 財 産 収 入 33,896 51,461 △ 34.1 0.2 0.3

17 寄 附 金 132,090 206,480 △ 36.0 0.8 1.0

18 繰 入 金 790,136 960,513 △ 17.7 4.6 4.9

19 繰 越 金 579,222 650,550 △ 11.0 3.4 3.3

20 諸 収 入 292,358 193,645 51.0 1.7 1.0

21 市 債 1,302,507 1,249,442 4.2 7.6 6.3

17,088,256 19,694,053 △ 13.2 100.0 100.0

一 般 財 源 12,390,183 12,152,232 2.0 72.5 61.7

特 定 財 源 4,698,073 7,541,821 △ 37.7 27.5 38.3

自 主 財 源 5,643,180 5,812,809 △ 2.9 33.0 29.5

依 存 財 源 11,445,076 13,881,244 △ 17.6 67.0 70.5

9,632,901 9,068,473 6.2 56.4 46.0

内
訳

経 常 一 般 財 源

(単位:千円，%)歳入の状況

区　　　　　　分

合　　　　　　　　計

内
訳



○性質別

R3 R2 伸び率 R3 R2

決算額A 決算額B A/B-1 構成比 構成比

人 件 費 2,671,603 2,566,251 4.1 16.9 13.8

( う ち 職 員 給 ) 1,467,924 1,445,633 1.5 9.3 7.8

扶 助 費 3,178,562 2,474,430 28.5 20.2 13.4

公 債 費 1,432,355 1,429,474 0.2 9.1 7.7

小 計 7,282,520 6,470,155 12.6 46.0 34.9

物 件 費 1,725,016 1,700,742 1.4 10.9 9.2

維 持 補 修 費 186,328 189,656 △ 1.8 1.2 1.0

補 助 費 等 3,099,316 6,560,186 △ 52.8 19.7 35.3

(1)一部事務組合負担金 1,302,086 910,176 43.1 8.3 4.9

(2) そ の 他 1,797,230 5,650,010 △ 68.2 11.4 30.4

小 計 5,010,660 8,450,584 △ 40.7 31.8 45.5

普 通 建 設 事 業 費 971,091 1,460,118 △ 33.5 6.2 7.9

(1) 補 助 事 業 費 234,645 182,980 28.2 1.5 1.0

(2) 単 独 事 業 費 675,620 1,202,024 △ 43.8 4.3 6.5

(3) 県 営 事 業 負 担 金 60,826 75,114 △ 19.0 0.4 0.4

災 害 復 旧 費 16,977 24,460 △ 30.6 0.1 0.1

(1) 補 助 事 業 費 15,374 15,195 1.2 0.1 0.1

(2) 単 独 事 業 費 1,603 9,265 △ 82.7 0.0 0.0

失 業 対 策 事 業 費 0 0 - 0.0 0.0

(1) 補 助 事 業 費 0 0 - 0.0 0.0

(2) 単 独 事 業 費 0 0 - 0.0 0.0

小 計 988,068 1,484,578 △ 33.4 6.3 8.0

積 立 金 565,422 430,377 31.4 3.6 2.3

投資・出資金、貸付金 428,686 297,513 44.1 2.7 1.6

繰 出 金 1,473,595 1,431,624 2.9 9.4 7.7

15,748,951 18,564,831 △ 15.2 100.0 100.0

(単位:千円，%)
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○目的別

R3 R2 伸び率 R3 R2

決算額A 決算額B A/B-1 構成比 構成比

165,612 168,896 △ 1.9 1.1 0.9

1,614,606 5,506,340 △ 70.7 10.3 29.7

5,559,927 4,691,998 18.5 35.3 25.3

1,908,206 1,244,396 53.3 12.1 6.7

382,428 406,718 △ 6.0 2.4 2.2

95,731 277,215 △ 65.5 0.6 1.5

1,966,807 2,192,543 △ 10.3 12.5 11.8

873,605 706,843 23.6 5.5 3.8

1,167,371 1,491,395 △ 21.7 7.4 8.0

16,207 18,501 △ 12.4 0.1 0.1

1,432,355 1,429,474 0.2 9.1 7.7

566,096 430,512 31.5 3.6 2.3

15,748,951 18,564,831 △ 15.2 100.0 100.0

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

諸 支 出 金

合 計

土 木 費

消 防 費

(単位:千円，%)

議 会 費

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

区　　　　　　分



各種財政指標等（普通会計） (単位:千円，%)

令和３年度 令和２年度

０．４３８ ０．４４４

８７．１ ９２．１

人 件 費 ２４．２ ２４．９

物 件 費 １０．５ １１．２

維 持 補 修 費 １．６ １．８

扶 助 費 ７．３ ７．５

補 助 費 等 １８．３ １９．７

公 債 費 １３．６ １５．１

繰 出 金 １１．６ １２．０

１０，５６４，３６１ １０，２３４，２０２

う ち 財 政 調 整 基 金 ５，９０８，２４１ ６，０１２，６０８

う ち 減 債 基 金 ３６９，３２２ １３５，５７９

う ち 特 定 目 的 基 金 ３，８１３，０３５ ３，６１２，９２６

１２，８３４，７６９ １２，９２６，５６０

８２１，５５４ ５７１，７０２

９，８３９，００３ ９，５７１，５００

区　　　　　　　　分

財 政 力 指 数

経 常 収 支 比 率

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

翌年度以降支出予定債務負担行為額

基 金 現 在 高



　「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化について」（平成２６年１月２４日　総税都第２号）

通知により、次のとおり引上げ分に係る地方消費税（増税分　社会保障財源）の使途を公表します。

1.令和３年度地方消費税交付金

（単位：千円）

732,485

297,084

435,401

2.引上げ分使途　社会保障施策経費

（単位：千円）

社会福祉費 2,912,612 1,071,742 267,252 1,573,618

児童福祉費 2,431,304 1,718,025 103,551 609,728

生活保護費 216,011 130,180 12,461 73,370

保健衛生費 690,461 331,335 52,137 306,989

合　計 6,250,388 3,251,282 435,401 2,563,705

〔主な事業〕

　○国民健康保険特別会計繰出金

　○介護保険特別会計繰出金

　○後期高齢者医療広域連合負担金

　○障害者自立支援事業

　○児童扶養手当給付事業

　○生活保護扶助費

　○子ども医療給付事業

地方消費税交付金（社会保障財源化分）使途

地方消費税交付金総額

　うち現行分（一般財源）

　うち増税分（社会保障財源）

区　分 事　業　費

財　　　　源

特定財源

一　般　財　源

社会保障財源化分の
地方消費税交付金

そ　の　他



（単位：千円）

入湯税 その他

観光振興 浅口市観光協会補助金 1,247 0 19 1,228

入湯税使途

　入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消防活動に必要な

施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）に要する費用に充てることを目

的とした地方税です。

　令和３年度の入湯税は、観光振興に充てられました。

区　分 事　業　費

財　　　　源

特定財源
一　般　財　源



成　果　表

（単位：千円）

区　　　　分 事　　業　　名 成　果　説　明 決算額 特定財源 一般財源

市営バス運行事業
市民の移動利便性を確保するため市営バス「浅口ふれあい号」を市
内６路線で運行した。

23,700 2,400 21,300

出産支援金給付事業
コロナ禍において出産された妊婦及びご家族を支援するため、新生児
１人当たり１０万円を給付した。

18,914 856 18,058

ふるさと納税事業
市のさらなる発展のために、寄附を広く募集し、歳入確保および地域
特産品のPRにつなげた。
（ふるさと寄附金歳入額）118,432千円

56,726 0 56,726

生活困窮者自立支援事業
生活困窮者に対する自立相談支援等の体制を強化するため、新たに
生活困窮者自立相談支援員を配置した。

2,400 1,916 484

住民税非課税世帯等に対する臨時特別給付金
給付事業

新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中で、様々な困難に
直面した方々に対し、生活や暮らしの支援を行うため、住民税非課税
世帯等に対し、1世帯当たり10万円の現金給付を行った。

297,267 274,100 23,167

保育所等整備事業補助金
保育所等が実施する施設の整備に要する経費に対し、補助金を交付
した。

80,878 71,837 9,041

子育て世帯への臨時特別給付金給付事業
新型コロナウイルス感染症の長期化により、影響を受けている子育て
世帯を支援するため、対象となる子ども1人当たり10万円の現金給付
を行った。

460,490 460,229 261

保育体制強化事業補助金
私立保育所（園）等が実施する保育体制の強化事業等に対し補助金
を交付した。

12,032 3,016 9,016

子育て世帯生活支援特別給付金給付事業
新型コロナウイルス感染症による経済的な影響の長期化に伴い、困
窮する子育て世帯の生活支援を行うため、低所得の子育て世帯に対
して、子育て世帯生活支援特別給付金を給付した。

31,400 31,400 0

衛生費 子ども医療給付事業 中学校卒業までの子どもの医療費の自己負担分を支給した。 121,452 17,727 103,725

総務費

民生費



成　果　表

（単位：千円）

区　　　　分 事　　業　　名 成　果　説　明 決算額 特定財源 一般財源

農業振興地域整備計画策定事業
農業振興地域整備計画の全体見直しを行うため、基礎調査及び基礎
資料の作成等を行った。

7,749 0 7,749

有害鳥獣駆除事業
有害鳥獣による農林作物等に対する被害の防止を図るため、有害鳥
獣の駆除や捕獲檻の貸出し等を行った。

12,731 5,646 7,085

事業者応援補助金
新型コロナウイルス感染症の拡大防止対策として、「新しい生活様式」
等に対応する事業者を支援するため、補助金の交付を行った。

16,191 16,191 0

企業立地促進奨励金
市内への企業の立地を促進し、本市産業の高度化及び雇用機会の
拡大を図るため、市内の土地を取得して製造工場等を建設し、操業を
開始した企業に対し補助金を交付した。

24,830 0 24,830

市出身学生応援事業
新型コロナウイルス感染症の拡大等により、帰省を含め生活面で影
響の出ている市外居住の市出身学生に対し、生活支援、郷土愛の醸
成及び特産品の周知拡大等を図るため、市特産品を配布した。

361 0 361

大規模盛土造成地スクリーニング計画策定事業
宅地耐震化を推進するため、市内の大規模盛土造成地において現地
踏査を行った。

1,760 880 880

建築物耐震診断事業費補助金
地震に対する安全性の向上を図るため、住宅及び住宅以外の民間建
築物の耐震診断に対して補助金を交付した。

60 45 15

教育費 キラリと光る未来プロジェクト事業
小中学校児童・生徒の学力向上のための取組みに加え、知・徳・体の
調和のとれた更なる成長を目指し、ＧＩＧＡスクールサポータ配置事業
等を実施した。

56,030 4,356 51,674

消防費/民生費/
農林水産業費/

土木費
災害対策事業

災害に強いまちづくりを推進していくため、河川の浚渫・改良を行うとと
もに、ため池ハザードマップの作成等を行った。
〔主な内容〕
公共施設災害対策事業、農林施設災害対策事業、
ため池ハザードマップ作成事業
教育用ハザードマップ作成事業
デジタル簡易無線整備事業
健康福祉センター多目的ホール天井改修事業
災害対応情報収集事業、避難所用等資材購入事業
備蓄品等購入事業、防災行政無線情報伝達システム整備事業

318,322 286,017 32,305

土木費

農林水産業費

商工費


